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 大規模輸出産地モデル形成等支援事業実施要領 

 

        

               制定 令和６年３月29日５輸国第4970号 

                    農林水産省輸出・国際局長通知 

  

第１ 目的 

農林水産物・食品輸出促進対策事業補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３輸国

第 5108号農林水産事務次官依命通知。以下「交付等要綱」という。）別表１の区分の欄

の１の（３）のアの大規模輸出産地モデル形成等支援事業については、交付等要綱に定

めるもののほか、本要領により実施するものとする。 

１ 背景 

今後急速な人口減少社会を迎える中、我が国の農林水産物・食品の需要は急速に縮

小しているが、日本の農林水産物・食品は国内市場に依存しており、市場が縮小し将

来の収益が見通せない中で投資も縮小している。我が国の農林水産業・食品製造業の

減少を防ぐとともにその生産基盤を維持・強化するためには、輸出促進によって拡大

を続ける世界の農林水産物・食品の需要を取り込み、日本の農林水産業に将来展望を

与えることが、日本の農林水産業そのものを守ることにつながる。 

しかし、リスクをとって輸出に取り組む農林漁業者・食品製造業者等の数は限定的

であり、日本はまだこの分野で輸出途上国であると言える。 

輸出を更に増大させていくためには、輸出先国・地域（以下「輸出先国」という。）と

の協議により輸出可能な国や農林水産物・食品の幅を広げるとともに輸出先国の規制

等に適合した農林水産物・食品の生産を拡大していく必要があることから、令和２年

４月、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第57号。以下「

輸出促進法」という。）を施行したところである。 

また、これまでの輸出拡大の成果を踏まえ、「食料・農業・農村基本計画」（令和

２年３月31日閣議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針2020」・「成長戦略フ

ォローアップ」（令和２年７月17日閣議決定）において、2025年までに２兆円、2030

年までに５兆円という輸出額目標を設定した。この目標を実現するためには、これま

での国内市場のみに依存する農林水産業・食品産業の構造を、成長する海外市場で稼

ぐ方向に転換することが不可欠である。こうした認識の下、農林水産事業者の利益の

拡大を図るとともに、輸出の拡大を実現するため、令和２年12月に農林水産業・地域

の活力創造本部にて農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（以下「輸出拡大実行戦略」

という。）が策定され、令和５年12月には、令和６年度に実施する施策及び令和７年

度以降の実施に向け検討する施策について輸出拡大実行戦略が改訂された。さらに令

和５年12月には、「食料・農業・農村基本法の改正の方向性」（令和５年12年27日食料安定

供給・農林水産業基盤強化本部決定）において、農産物の輸出について、国内生産基盤の

維持を図る上でも、増大する海外需要に対応し、農業者や食品事業者の収益性の向上に資

する輸出の促進が重要である旨を位置付けることとされたところである。 
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２ 課題 

農林水産物・食品の輸出を促進していく中で、これまで輸出に取り組む事業者や輸出

額を増やすため、輸出事業計画の策定等、産地作りの初期の取組を支援してきたところ

であり、輸出に取り組む事業者の増加など、一定の効果が得られているが、輸出額５兆

円の実現には、これまでの取組を継続しつつ、さらに発展させ、太い商流を作り出して

いくためにも輸出先国の規制やニーズに対応可能な大規模輸出産地の育成を推進する

ことが必要である。また、輸出産地の一層の拡大・発展に向け、成長段階に応じた切れ

目のない支援を実施するとともに、多様な関係者を巻き込んだ輸出産地の形成を推進

することにより、大規模輸出産地の形成を進め、国内の生産基盤の強化を図ることが必

要である。 

 

３ 対応 

  このような課題を踏まえ、平成30年(2018年)８月31日に、農林水産省において、Ｇ

ＦＰ（※１）を立ち上げ、コミュニティサイトの構築、意欲ある農林漁業者・食品製

造業者等に対する輸出診断の実施、輸出産地の形成支援を行うこととしたところであ

る。 

加えて、輸出拡大実行戦略において、マーケットインの発想に基づく主に輸出向け

の生産を行う輸出産地・事業者をリスト化するとともに、輸出促進法に基づき輸出産

地の形成に必要な支援を重点的に行うこととしたところである。 

このため、本事業のうち、輸出産地形成事業計画実行等支援においては、これまで

ＧＦＰグローバル産地づくり推進事業に採択された者が行う、輸出産地の形成に向けた

輸出事業計画の実行等の取組を支援する。 

また、輸出拡大実行戦略では、地域ぐるみの生産・流通の転換による輸出産地の形

成に取り組むこととしている。このため、本事業のうち、大規模輸出産地モデル形成

等支援においては、生産から現地販売までの一気通貫したサプライチェーンを確立する

ため、地域の関係者で組織する輸出推進体制の下、海外の規制・ニーズに対応したグロー

バルに通用する持続的な生産への転換や流通体系の転換に取り組み、国内生産基盤の維持

・強化を図る大規模輸出産地のモデル形成等を支援する。 

※１ ＧＦＰ(ジー・エフ・ピー)とは、 Global Farmers / Fishermen / Foresters 

/ Food Manufacturers Project の略称であり、農林水産省が推進する日本の農林水産物・

食品の輸出プロジェクト 

 

第２ 補助事業者等  

１ 補助事業者 

交付等要綱別表１の補助事業者の欄の９の輸出・国際局長が別に定める者は、次に掲げ

るとおりとする。 

（１）農林漁業者の組織する団体、商工業者の組織する団体、民間事業者、公益社団法人、

公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人、事業協同組合、事

業協同組合連合会又は独立行政法人 

（２）法人格を有しない団体で輸出・国際局長が特に必要と認めるもの（以下「特認団体」
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という。） 

（３）特認団体は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

ア 主たる事務所の定めがあること。 

イ 代表者の定めがあること。 

ウ 定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約（又はこれに準ずるもの。）

があること。 

エ 各年度ごとに事業計画、収支予算等が総会において承認されていること。 

（４）特認団体の申請をする団体は、事業実施計画（交付等要綱第６の１の事業実施計

画をいう。以下同じ。）を提出する際、別記様式１を併せて輸出・国際局長に提出

して、その承認を受けるものとする。 

２ 間接補助事業者 

（１）大規模輸出産地モデル形成等支援 

大規模輸出産地モデル形成等支援は、別記１第２の２のとおりとする。 

（２）輸出産地形成事業計画実行等支援 

輸出産地形成事業計画実行等支援は、別記２第２の２のとおりとする。 

 

第３ 事業の内容と補助対象経費等 

１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

    大規模輸出産地モデル形成等支援における事業の内容等は、別記１第３のとおりと

し、補助対象経費及び補助率は別記１第４のとおりとする。 

２ 輸出産地形成事業計画実行等支援 

輸出産地形成事業計画実行等支援における事業の内容及び補助対象経費等は、別記

２第３のとおりとする。 

 

第４ 採択基準等 

１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

   大規模輸出産地モデル形成等支援における間接補助事業者の採択基準等は、別記１

第６のとおりとする。 

２ 輸出産形成事業計画実行等支援 

   輸出産地形成事業計画実行等支援における間接補助事業者の採択基準及び配分基準

は、別記２第４のとおりとする。 

    

第５ 事業実施等の手続  

 １ 事業実施計画の提出 

   補助事業者は、交付等要綱第６の１に基づき、別記様式２により事業実施計画を作

成し、輸出・国際局長に提出し必要な調整を行うものとする。 

   ただし、交付等要綱第６の３の事業実施計画の変更（２の重要な変更に限る。）、

中止又は廃止については、交付等要綱第15の変更等承認申請書の提出をもって、これ

に代えることができる。 

 ２ 事業実施計画の重要な変更 
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   交付等要綱第６の３の輸出・国際局長が別に定める重要な変更は、交付等要綱別表

１の１の（３）のアの大規模輸出産地モデル形成等支援事業の項の重要な変更の欄に

掲げる変更とする。 

 ３ 事業実施規程の作成 

   補助事業者は、大規模輸出産地モデル形成等支援及び輸出産地形成事業計画実行等

支援の事業の実施に当たり、あらかじめ、当該事業の趣旨、内容、仕組み、消費税及

び地方消費税の取扱い、補助金の交付手続並びに関係様式その他必要な事項等を定め

た事業実施規程を別記様式３により作成の上、輸出・国際局長に提出し、その承認を

受けるものとする。事業実施規程を変更する場合も同様とする。 

 

  ４ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスへの取組 

   補助事業者は、事業実施計画を提出する際に、「補助事業及び物品・役務の調達（委

託事業を含む）における環境負荷低減のクロスコンプライアンスの試行実施について」

（令和５年 12 月 27 日付け５環バ第 311 号農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課

長通知）に示す環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（以下「チェ

ックシート」という。）に記載された各取組について、事業実施期間中に実施する旨を

チェックした上で、当該チェックシートを添付し、輸出・国際局長に提出すること。 

    間接補助事業者は、事業実施計画を提出する際に、「補助事業及び物品・役務の調

達（委託事業を含む）における環境負荷低減のクロスコンプライアンスの試行実施に

ついて」（令和５年 12 月 27 日付け５環バ第 311 号農林水産省大臣官房環境バイオマ

ス政策課長通知）に示すチェックシートに記載された各取組について、事業実施期間

中に実施する旨をチェックした上で、当該チェックシートを添付の上、補助事業者に

提出し、補助事業者は間接補助事業者から回収したチェックシート又はチェックシー

トを提出した間接補助事業者のリストを輸出・国際局長に提出すること。内容など必

要な事項については、補助事業者が事業実施規程で定めるものとする。 

  

 ５ 補助金の支払方法 

補助金の支払方法は原則として精算払とする。ただし、予算決算及び会計令（昭和

22年勅165号）第58条ただし書に規定する協議が調い、かつ、補助事業者からの請求

により、必要があると認められる金額については概算払をすることができる。 

 

第６ 事業の成果目標等 

１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

大規模輸出産地モデル形成等支援における事業の成果目標等は、別記１第７のとお

りとする。 

２ 輸出産地形成事業計画実行等支援 

輸出産地形成事業計画実行等支援における事業の成果目標等は、別記２第５のとお

りとする。   

 

第７ 事業実施状況等の報告 
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１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

大規模輸出産地モデル形成等支援における事業実施状況等の報告は、別記１第９の

とおりとする。 

２ 輸出産地形成事業計画実行等支援 

輸出産地形成事業計画実行等支援における事業実施状況等の報告は、別記２第７の

とおりとする。 

   

第８ 事業遂行状況の報告 

１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

   大規模輸出産地モデル形成等支援における事業遂行状況の報告は、別記１第10のと

おりとする。 

２ 輸出産地形成事業計画実行等支援 

    輸出産地形成事業計画実行等支援における事業遂行状況の報告は、別記２第８のと

おりとする。 

 

第９ 報告又は指導 

１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

      大規模輸出産地モデル形成等支援における報告又は指導は、別記１第11のとおりと

する。 

２ 輸出産地形成事業計画実行等支援 

    輸出産地形成事業計画実行等支援における報告又は指導は、別記２第９のとおりと

する。 

 

第10 海外の付加価値税の還付額に係る国費相当額の納付 

１ 大規模輸出産地モデル形成等支援 

      大規模輸出産地モデル形成等支援における取扱いは、別記１第14のとおりとする。 

２ 輸出産地形成事業計計画実行等支援 

    輸出産地形成事業計画実行等支援における取扱いは、別記２第10のとおりとする。 

 

 

附則 

１ この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

２ グローバル産地づくり推進事業実施要領（平成31年３月29日付け30食産第5397号農林

水産省食料産業局長通知）は廃止とする。 

３ ２に掲げる通知により令和５年度までに実施した事業については、なお従前の例によ 

る。 
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別記様式１（第２関係） 

番     号 
年   月   日 

 
輸出・国際局長  殿 

 
                             所  在  地 
                             団  体  名 
                             代 表 者 氏 名    
 

特 認 団 体 承 認 申 請 書 
 
１ 事 業 名 
 
２ 団体の名称 
 
３ 主たる事務所の所在地 
 
４ 代表者の役職名及び氏名 
 
５ 設立年月日 
 
６ 事業年度（ 月～ 月） 
 
７ 構成員 

 

名称 

 

 

 

所在地 

 

 

 

代表者

氏名 

 

 

大企業・中

小企業の別 

 

従業員数 

 

 

資本金 

 

 

年間販

売額 

 

主要事

業 

 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
８ 設立目的 
 
９ 事業実施計画の内容 
 
１０ 特記すべき事項 
 
１１ 添付書類 
（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約（又はこれに準ずるもの）及び

総会等で承認されている直近の事業計画、収支予算等 
（２）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設

立総会資料、設立総会議事録等） 
 

（注１）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複
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する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名称

その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

（注２）添付資料が申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの

URLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

（注３）その他参考資料については、輸出・国際局長の求めに応じ、遅滞なく提出しなければ

ならない。 
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別記様式２（第５関係） 

番   号  

年 月 日  
 

輸出・国際局長  殿 
 
                          所  在  地 
                          団  体  名 
                          代 表 者 氏 名 
  

  

令和○年度大規模輸出産地モデル形成等支援事業実施計画の提出（変更、中止又は 

廃止）について 

 

  農林水産物・食品輸出促進対策事業補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３輸国第 5108

号農林水産事務次官依命通知）第６の１（注１）の規定に基 づき、関係書類（注２）を添え

て、提出（変更、中止又は廃止）する。 

 

 

 （変更理由） 

   ○○○○○○○○○○（注３） 

 （中止、廃止の理由） 

   ○○○○○○○○○○（注４） 

 

 

（注１）変更、中止又は廃止の承認申請の場合は、「第６の３」とする。 

（注２）関係書類として別添１を添付すること。 

（注３）変更の場合には、事業の変更の理由を記載し、提出した事業実施計画の事業の内容等

と容易に比較対照できるよう、事業実施計画の変更部分を二段書きとし、変更前を括弧

書きで上段に記入すること。ただし、事業内容のうち当該変更の対象外となるものにつ

いては省略する。 

（注４）中止又は廃止の場合には、事業の中止又は廃止の理由を記載すること。 

（注５）事業実施結果報告書として本様式を使用する場合には、件名を「令和○○年度大規模

輸出産地モデル形成等支援事業実施結果の報告について」とし、別添１には実績を記載

すること。 

（注６）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複

する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称

その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

（注７）添付資料が申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの

URLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 
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別添１     

 

第１ 総括表（積算内訳） 

 

事業 

種類 

 

事業 

細目 

 

事 業 費 

負 担 区 分  

事業の委託 

 

備 考 

 

 

国庫補助金      

 

 

補助事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

 

            

   千円 

 

 

 

 

 

 

 

（１）委託先

名 

（２）委託す

る事業の内容

及び当該事業

に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 事業種類は、交付等要綱別表１の区分により記入すること。 

２ 事業細目は、交付等要綱別表１の１の（３）のアの大規模輸出産地モデル形成等支

援事業の項の経費の欄の区分により記入すること。 

３ 備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠(経費内容、単価、数量、員数等)を詳細に

記載すること。なお、備考については、別葉とすることができる。 

４ 仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」

と、当該税額がない場合には「該当なし」と、当該税額が明らかでない場合には「含

税額」とそれぞれ計の備考欄に記入すること。 
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第２ 大規模輸出産地モデル形成等支援事業実施計画 

 

１．補助事業者の概要 

 

 
 
事
業
担
当
者
名
及
び 
連
絡
先 
 

 
 
 

 

団体名 

氏名（ふりがな） 

所属（部署名等） 

役職 

 
所在地 
 

電話番号 

 
 

 
 

ＦＡＸ 

 
 

 
 

 

E-mail               URL 

 
経
理
担
当
者 
名
及 
び 
連 
絡
先 
 

氏名（ふりがな） 

所属（部署名等） 

役職 

電話番号 

 
 
 
 

ＦＡＸ 

 
 
 
 

 

E-mail                              URL 
 

 

 

個

人

情

報

の

取

扱

い 

 
 
 
同意します 

 
 
 
□ 

本事業の実施に当たり、輸出促進法の第 13条に則り、事業
者名、所在地、事業規模等について、株式会社日本政策金融
公庫に提供することに同意します。 
 
※同意いただけなかった場合でも、事業の採択等に影響はご
ざいません。 
 
※輸出促進法 第 13条 
 国、都道府県等、株式会社日本政策金融公庫その他の関係
者は農林水産物及び食品の輸出の促進の総合的かつ一体的な
推進を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努め
なければならない。 

 
 
 
同意しません 

 
 
 
□ 
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団体概要 

 

 

 

 

 

 

 

過去の類似・関連事業の実績、実施内容等 

 

 

 

 

 

 

 

事業担当者の業績等 

※事業担当者全員の業績を事業担当者ごとに具体的に記載してください。 

１．農林 太郎（所属・役職） 

 

２．農林 花子（所属・役職） 

 

 

重複申請の有無   有・無 

※有の場合は、申請中の応募事業名及び事業概要を記載してください。 

 

 今年度、既に採択が決定及び実施している事業があれば、その事業名及び事業概要を

記載してください。 

 

 

過去３年以内における補助金等の交付決定取消の原因となる行為の有無及びその概要 

※該当する場合には、当該取消を受けた日を記載してください。 
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２．事業の概要 

１ 事業概要 

   

（事業の目的） 

 

 

 

 

 

（事業の内容） 

 

 

 

（委員会等の委員構成） 

※委員会等の委員が確定していない場合には、専門分野、所属及び氏名を見込みで記

載してください。 

２ 実施方法 

 

 

委託をする場合は、委託内容等を具体的に記載すること。 

（記載例） 

・委託内容：○○地域における○○ 

・委託理由：委託理由（委託の必要性等）を具体的に記載。 

・委託予定先：委託先が決まっている場合は、委託先名、選定理由を記載。 

    委託先が決まっていない場合は、選定方法（公募等）や想定 

委託先等を記載。 

・委託予定金額：○○○千円 

・委託予定金額の根拠：見積書等の金額の根拠となる資料を添付 
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３ 実施体制 

  （事業実施体制を図示してください。また、連携又は委託を行う団体がある場合に

は、その名称、概要及び事務処理体系についても記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 実施スケジュール 

 （委員会等の開催別に、開催地や主な内容が分かるように記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 事業の成果目標（達成すべき成果）、波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

６ 事業成果・効果の検証方法 
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別記様式３（第５関係）         

         

         

         番   号  

        年 月 日  

     

       

 輸出・国際局長 殿         

       

   

所  在  地 

                       団  体  名 
                       代 表 者 氏 名 
          

         

         

令和○年度大規模輸出産地モデル形成等支援事業実施規程の（変更）承認申請につ 

いて 

 

 大規模輸出産地モデル形成等支援事業実施要領（令和〇年〇月〇日付け〇輸国第〇〇号農林

水産省輸出・国際局長通知）第５の３の規定に基づき、事業実施規程の承認を申請する。 

       

         

 

（注１）関係書類として、実施規程を添付すること。 

（注２）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重

複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の

名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することと

する。 

（注３）添付資料が申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイト

のURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

 

 

 

 


